


























































































































































































































































人数 1 7 1
（2002年度JABEE試行審査用　アンケート結果より）
　学生の教育以外の大学教員の役割としては，研究及び社会貢献があり，さらに，学校運営
に関連した業務が存在する。これらのうち，社会貢献と学校運営に関しては，学内の委員会
組織に所属して行うことが多い。本学には，2002年度の委員会として，12の委員会（8）があり，
情報システム学科では，教員23名は，ほぼ全員が一人2委貝会に所属することで対応している。
これらの時間，すなわち，本学情報システム学科の教員が，教育，研究以外の活動に費やす
時問の割合いは，表4に示すとおりである。
表4．本学情報システム学科教員（23人）の教育，研究以外の活動時間の割合
割合
人数
10％以下 11～20％
9
21～30％
4
31～40％
4
41～50％
1
（2002年度JABEE試行審査用　アンケート結果より）
　これによると，1／3の教員が，21％以上の時間をこれらの活動に費やしており，決して無視
できる割合いではない。学生の教育を主たる目的とする本学の場合，教貝が教育活動に振り
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向けられる時間を増やすため，これら教育，研究活動以外の業務の時間効率をいかにして上
げるかも，教育活動をより充実させる上での課題であるといえる。
4．課題解決のためのlTの活用
ここでは，2章と3章で明らかにした課題について，現在のITの範醇での解決策を検討する。
4．1　入学者の特性が与える教育上の課題に対する解決策
（1）基礎学力の低下への対応
　ある大規模な大学では，基礎学力向上のための補習を大手予備校と提携してその力を借り
る形で実施している。費用面での手当てができる場合は，これは，ある意味でその分野の教
育の専門家を利用できるので，効果は期待できるといえる。しかし，規模の小さな本学では，
主に費用負担の理由で実現が難しい。
　基礎学力の向上には，演習問題による反復レた学習が有効である。これを実現するために
は，Computer　Based　Traini㎎．（以下CBTという）が適切である。既に高校生数学をはじめ様々
な基礎学力向上に役立つCBT教材が数種類販売されており，そのコンテンツ膚体に簡易的な
ものではあるが，学習指導的な機能も備えており個々の学生が白習することができ，今後さ．
らに効果的なものが入手可能となる。また，これは，数年間同一内容のものを使いことがで
きるので，費用対効果の点で有利である。
（2）情報リテラシ格差への対応
　まず，学生個人個人の習熟度の測定にCBTのテスト機能を用いて，その測定精度の確保と
測定の時間と事前事後の教員の対応を省力化することが有効である。これも既に「情報処理
技術者試験・初級アドミニストレータ」対応のCBT製品が販売されており，入手は容易であ
る。また，リテラシの修得は，自分のぺ一スに合わせて行うことが効果的であることから，
この点でもCBTの活用は有利である。
（3）入学者の素養への対応
　非工学系の本学情報システム学科の学生に対しては，授業への興味を持たせる効果と，
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様々な工学的仕組みの理解を促す効果の点から，ビデオ教材とシミュレーションッールを用
いることが効果的であると考える。最近のテレビ番組などでも，一般視聴者に最新技術を分
かり易く説明した作品が登場してきている。このことからも，前述のマルチメディア情報処
理での音声情報に関する内容など，物理学や電気電子工学的な現象を，動画像を使って説明
することは，きわめて有効であると考えられる。
　しかし，CBTツールとは違い，専門性の高い科目内容であるので，この種の教材ビデオは，
一般に流通してはおらず，新たな制作が必要な場合が多い。この新たな課題については，5章
でその取り組み方について述べる。
4．2　教育活動の視点から見た課題への対応
（1）講義，演習の改善
　講義のビデオ化と配信，すなわち，実際の講義を録音・録画し，これを，Webを利用して
配信するシステムに登録するし，学生は，パソコンか芦これをいつでも閲覧できる環境を構
築する。
　学生は，このコンテンツを，復習や欠席した場合の補習の教材として利用する。これによ
り，1回の講義を再利用することでの時間効率のさらなる向上と，教員の時間資源に無関係に，
学生自身による補習が可能となる。
　また，科目によっては，ビデオ教材とシミュレーションッールが有効であることは，前述
のとおりである。
（2）提出課題，小テストの改善
　課題の告示や提出物の回収，提出者／未提出者の記録などは，それ自体では付加価値の少
ない作業である。これに費やす時間資源を節約するには，’「コースウェア」といわれる大学向
けの情報共有システムが有効である。これは，Webブラウザから利用でき，サーバに，時問
割，シラバス，課題などをデジタルコンテンツとして掲載する機能をもっ牟ものである。学
生からの提出も，ワープロなどで作成したものをWebブラウザを使ってサーバに送ることで
提出が完了する。
　小テストを行なう機能もあり，多肢選択の形式や，単語で解答する形式の問題をつくれば，一
採点までも自動的に行なう機能を有している。この機能の利用し，講義時間外に課題として
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学生に小テストを行なうことで，教員の時問資源をより付加価値の高い講義に使うことがで
きる。
（3）個別指導の改善
　卒業論文指導では，学生それぞれに別のテーマが設定されているので，その指導は，教員
と学生が1対1となることが多い。この場合，お互いの時間と場所を合わせて行なうことにな
るが，本学情報システム学科の場合，教員1人が，前述のとおり毎年10人程度の3年次後学期
及び同じく10人程度の4年次学生の卒業研究と論文作成を指導するので，その調整がつかない
場合も多い。これは，学生に対しての公平性にも関わる問題である。
　これには，非同期のコミュニケーションツール，すなわち，個人別の電子掲示板機能とも
いうべきものが有効である。これにより，かならずしもすぐに回答を得なくてもよい質問な
どの場合，お互いの都合でやりとりができるようになる。また，最近は，自宅にパソコンを
所有している学生も多いので，インターネットを利用したTV会議なども，これは同期コミュ
ニケーションのツールとして有効である。教員と学生双方の場所の自由度を広げることがで
きるわけである。
（4）学生の質問と教員の応答の改善
　本学情報システム学科の学生は，講義中に口頭で質問する例が少ない。その理由の考察は
他に譲るが，これは，質問したいことがないわけではない。たとえば，出席票を配布・回収
する授業では，出席票に質問事項を書いてくる学生がいる。質問は当の学生一人の理解を促
すだけでなく，受講学生に共通して役立つものも少なくない。
　ここでも，情報共有のシステムとしてのコースウェアが有用である。質問は，科目ごとに
分けられた電子掲示板敵機能を利用して行ない，教員の応答もこれを利用して行なう。これ
により他の学生も，質問／応答の両方を閲覧できるので，同様な疑問をもっていた学生に答
えることができ，また，他の学生に対しても授業の有用な情報として提供できることになる。
　さらに，質問／応答が記録として残ることで，次年度の講義にそれを反映することが容易
になり，講義内容の改善の効果も期待できる。
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4．3　教員の時間資源
　小テストの採点や課題の提示から回収までの時間資源の節約については，すでに述べた。
それに加え，前述の委員会活動に代表される教育外の活動に費やす時間を節約し，これを教
育に投入する方法について考える。
　企業においては，共通の作業をするグループ（個人の集まり），あるいは，共通の目標をも
つグループの活動を支援するシステムとして，グループウェアと呼ばれるシステムが利用さ
れている。これは，個人のスケジュール管理ができ，かつ，グループの他のメンバーのスケ
ジュール情報も閲覧，場合によっては会議などのために相手の予定を予約する機能を有して
いるものである。スケジュールのほかにも，共同作業で作成する文書などを保管しお互いに
共有することもできる。
　学内の各種委員会の活動は，企業におけるこの「グループ」の活動と同じとみなせる部分
が多く，したがって，多くの企業が導入しているこのグループウェアが，スケジュール調整
や協調作業の効率化を実現できることは明らかであろう。
　これにより節約された教員の時間資源も，教育に回すことができる。特に本学情報システ
ム学科は，教員1人当りの学生数が，34．1人と本学情報文化学科の27．6人より多く，教貝の時
間資源の教育への投入は，学生の個別指導の充実に不可欠な要素である。
4．4　その他の学生向けサービス
　直接勉学に関係するもの以外にも学生の利便性を向上することは，学生にとって好ましい
ことであると考える。たとえば，各種事務連絡や休講の情報などは，校舎内の掲示板を見に
行かなければならないのではなく，Web掲示板を学外からインターネット経由で閲覧したり，
現在多くの学生が所有している携帯電話のメール機能で通知することなどは，まさにITの利
用で可能となり，学生向けサービスの向上となる。これらは，電子掲示板のシステムとWeb
アクセス制御システム及び，グループウェアの機能で実現することができる。
　前述の地方私立大学の役割りから考えて，社会での活躍の場を得るために，在学中に行な
う就職関連の活動で，学生を支援することも重要である。募集情報はもちろん，先人の試験
体験情報などはこの種の経験の少ない学生たちには，すぐに役立つ情報として大変有用であ
る。また，学生個人個人の活動状況について大学側が知ることも，就職支援の観点からは重
要である。個人ごとの状況を学生本人と大学の間で共有し，既に内定をもらってその企業に
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入ることを決めているのか，あるいは，まだ募集情報が必要な段階であるのかなど，学生
個々の状況により，必要な情報を，必要な学生に遅滞なく提供することも可能となる。
4．5　その他の領域への適用
（1）高等学校との連携
　地方私立大学にとって，去の地方の高等学校との関係は重要である。この関係を良好なも
のに保ち，さらに新しい形の関係を築くことができれば，その高等学校の卒業生を受け入れ
る立場の大学としては，よい入学者を多数得られることにつながる。
　この高等学校との連携に関しては，まず，高等学校の教科［情報］に関する支援が考えら
れる。その一つは，本学の教員のもつ企業における経験及び情報の専門家としての知識や技
術を高等学校の教員に提供できることである。これを，TV会議システムやパソコンの遠隔操
作システムなどを活用し，多地点をむすんでリアルタイムでおこなうことにより，複数の高
等学校に同時に提供できる。また，この仕組みを使って，直接，高等学校の生徒に対して授
業提供し，大学レベルの高度なIT教育の提供も可能である。これは，生徒の特技や才能を伸
ばす意味で有効であり，成績優秀者のいわゆる「飛び級」での本学への入学や，本学入学後
に既取得の単位として認め，より高度なものへの傾注を促すなどの新しい試争にもつなげる
ことができる。
　文部科学省は，大学に対する規制と保護の両方を緩め，自ら存続できる大学へとその行政
の方針を転換しようとしている。この点に関してもITは，その施策の可能性を拡げるもので
あるといえる。
（2）卒業生及び地域の社会人への教育への璋用
　地域の高等学校との関係に加え，卒業生や地域の社会人との関係も今後重要になる。減少
する18歳人口以外に大学の入学者を考えるとき，生涯教育としての社会人の学部への入学や，
専門大学院への発展をにらんだ，社会人に対しての遠隔教育の環境は重要である。
　大学に通学する時間の取りにくい職業をもった社会人に対しては，在宅やその他学外での
受講や履修のできる仕組みとして，これまで述べた，CBT，ビデオ講義，コースウェア，TV
会議などを活用した環境は有効である。このような設備の充実度合いが，社会人入学者の大
学，大学院の選択基準の大きな要素となることは，問違いのないところであろう。
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5．導入のための準備
　これまでに述べたシステム，ツール及び，それらを利用するためのインフラストラクチャ
について，表5に整理する。
表5．本論文で検討した1T技術
名称
CBT
シミュレーションッール
ビデオ教材
TV会議ファシリテイ
パソコン遠隔操作システム
コースウェア
グループウェア
Webアクセス制御システム
適用
基礎学力低下対策，情報リテラシ格差対策，入学者の素養対
策，卒業生及び地域の社会人への教育
入学者の素養対策，講義演習の改善
入学者の素養対策，講義演習の改善，卒業生及び地域の社会
人への教育
個別指導の改善，他大学との連携，高等学校との連携，卒業
生及び地域の社会人への教育
高等学校との連携，卒業生及び地域の社会人への教育
提出課題，小テスト，学生の質問と教員の応答の改善，
卒業生及び地域の社会人への教育
教員の時間資源，その他の学生向けサービス
その他の学生向けサービス
　インフラストラクチャ，システム及びパッケージで解決できるものには既存g製品を活用
することが早期実現と費用の点で有利である。オーダーメイド的なものとはならず，パワー
ユーザからは不満も出ることは十分予想できるが，全体での活用を考えるとき，はやはり既
存製品が有利である。
　市販されていないコンテンツは，自主作成を試行することが必要である。これを作る．にあ
たり，外部にも提供できるほどの完成度の高いものとなれば，本学の教育コンテンツ供給元
としての位置付けも高くなり，本学の存在価値に新たな側面を加えることになる。しかし，
これもすべてを単独で作成することは難しく；他大学との協調や分業，他からの供給など，
バランスのとれた関係が重要である。
　また，本学でのIT利用の促進には，大学全体の理解を得ることが最も重要である。一握り
の教員，職員の努力だけでは到底実現はできないことは明かである。多くの教員がここで上
げた様々なシステムやツールを使いこなす技術をみにつけることも重要である。さらに，こ
れらのシステムやツールの日々の運営管理には，専任の職員が必要である。教員のリテラシ
の向上と専任対応職員の配備が必須であるといえる。
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おわりに
　本論文では，大学の教員が誰しも関わりのある，学生の教育に関する内容を取り上げた。
また，事例として本学情報システム学科を取り上げたが，もう一つの学科である情報文化学
科にも共通する点は多いと考える。しかし一方で，教育とは，人問が人間に行うものである
以上，その捉え方，あるいは信念ともいうべきものは，各人の専門分野とはまた別に，それ
ぞれがもっているものと考える。したがって，本論文に対しては，異論，反論が噴出するこ
とは当然であり，また大いに歓迎したい。
　大学教育でのIT利用は，各種補助金の対象ともなっていたことから，最先端のグループで
の実績が出始める段階に至っている。しかし，本学では，その取り組みが始まりかけた段階
であるといえる。この時期にこのテーマの論文を本学紀要へ掲載することにより，教員，職
員をはじめ，私立大学の経営母体である学校法人も含め，本学におけるITの活用の議論が活
発化することを願うものである。
［補注］
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　に向けての若干の指摘事項とともに評価されている。この試行審査については，情報処理
　学会第65回全国大会で報告される予定である。（2003年1月現在）
（5）コンピュータの利用の基礎としてのワープロ，表計算，プレゼンテーションツールの使い
　方及び一歩進んでHTML，画像編集，プログラミング言語（初級）を演習する。
（6ジ‘情報”を経済，経営的側面，データ解析の側面，企業や社会での情報システムの側面及
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　び，コンピュータ内部の処理の側面からとらえるための演習を行う。
（7）情報システム演習をより高度にした内容について，「情報とシステム」，「人間と社会」，
　「組織と経営」，「コンピュータと通信」の学生各自の専門分野に分かれて演習を行う。
（8）学生部（委員会），情報センター運営委員会，就職指導委員会，国際交流委員会，スポー
　ツ施設運営委員会，広報委員会，地域交流委員会，セクシャルハラスメント対策委員会，
　入試委員会，学習指導委員会，紀要委員会。
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